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  規   則   

規 則 第  ７３  号   

平成２６年 ７ 月 ３ 日   

 

熊本市行政不服審査法第５７条第１項及び行政事件訴訟法第４６条の規定に基づく

教示に係る標準文例に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  幸 山 政 史 

 

熊本市行政不服審査法第５７条第１項及び行政事件訴訟法第４６条の規定に

基づく教示に係る標準文例に関する規則の一部を改正する規則 

 

熊本市行政不服審査法第５７条第１項及び行政事件訴訟法第４６条の規定に基づく教

示に係る標準文例に関する規則（平成１７年規則第５３号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 文例第１号中「に処分の取消しの訴えを提起することができます」の次に「（なお、

当該異議申立てに対する決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、

この限りではありません。）」を加える。 

 文例第２号中「、処分の取消しの訴えを提起することができます」の次に「（なお、

当該審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、こ

の限りではありません。）」を加える。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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規 則 第  ７４  号   

平成２６年 ７ 月 ７ 日   

 

熊本市火災予防規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  幸 山 政 史 

 

   熊本市火災予防規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市火災予防規則（昭和６３年規則第１６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１５条第１項に次の１号を加える。 

 (6) 条例第４５条第６号に掲げる行為 露店等の開設届出書（様式第１５号の２） 

 様式第１５号の次に次の１様式を加える。 
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様式第１５号の２（第１５条第１項第６号関係） 

露店等の開設届出書 

年  月  日  

         （宛） 

                   届出者              

住 所             

（電話     ） 

氏 名          

開 設 期 間 
自  年 月 日 

至  年 月 日 
営 業 時 間 

開始   時   分 

終了   時   分 

開 設 場 所  

催 し の 名 称  

開 設 店 数 
 消火器具の 

設 置 本 数 
 

現場責任者氏名                 電話          

※ 受    付    欄 ※ 経    過    欄 

    

 備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

    ２ 法人又は組合にあっては、その名称、代表者氏名及び主たる事務所の所在

地を記入すること。 

３ 露店等の開設場所及び消火器具の設置場所に係る略図を添付すること。 

４ ※印の欄は、記入しないこと。 
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附 則 

この規則は、平成２６年８月１日から施行する。 
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規 則 第  ７５  号   

平成２６年 ７ 月１０日   

 

 熊本市児童福祉法施行細則の一部を改正する規則を公布する。 

 

                       熊本市長  幸 山 政 史 

 

   熊本市児童福祉法施行細則の一部を改正する規則 

 

 熊本市児童福祉法施行細則（平成２２年規則第７４号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 第１８条第１項第２号及び第３号中「第６条の３第１項」を「第６条の４第１項」

に改める。 

 様式第９号（裏）中「６」を「５」に改める。 

 様式第１７号中「禁固」を「禁錮」に、「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処

罰及び児童の保護等に関する法律」を「児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及

び処罰並びに児童の保護等に関する法律」に改める。 

 

   附 則 

１ この規則は、平成２６年７月１５日から施行する。ただし、第１８条第１項の改

正規定及び様式第９号の改正規定は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前において、この規則による改正前の熊本市児童福祉法施行

細則の規定に基づき作成された用紙は、当分の間、必要な調整をして使用すること

ができるものとする。 
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規 則 第  ７６  号   

平成２６年 ７ 月１１日   

 

 熊本市中国残留邦人等に対する支援給付事務取扱規則の一部を改正する規則を公布

する。 

 

                       熊本市長  幸 山 政 史 

     

熊本市中国残留邦人等に対する支援給付事務取扱規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市中国残留邦人等に対する支援給付事務取扱規則（平成２０年規則第５２号）

の一部を次のように改正する。 

 

 第６条第１項中「第２４条第１項」を「第２４条第３項」に改め、同条第２項中「第

２４条第５項」を「第２４条第９項」に改める。 

第９条に次の２項を加える。 

２ 保護法第２４条第８項の規定により明らかに扶養義務を履行することが可能と認

められる扶養義務者に対し、要支援者の支援給付の開始について通知するときは、

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律等に

よる支援給付の決定に伴う扶養義務者への通知について（様式第３０号）により行

うものとする。  

３ 保護法第２８条第２項の規定により明らかに扶養義務を履行することが可能と認

められる扶養義務者に対し、扶養義務を履行しない理由について報告を求めるとき

は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

等の規定に基づく報告について（依頼）（様式第３１号）により行うものとする。 

第１０条中「様式第３０号」を「様式第３２号」に改める。 

第１１条第２項中「様式第３１号」を「様式第３３号」に改める。 

第１２条中「様式第３２号」を「様式第３４号」に改め、同条の次に次の１条を加

える。 

（充当の申出） 
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第１３条 保護法第７８条の２第１項の規定による申出は、中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項においてその

例によるものとされた生活保護法第７８条の２の規定による支援給付金品を徴収金

の納入に充てる旨の申出書（様式第３５号）により行うものとする。 

様式第１６号中「に調査を嘱託し」を「、日本年金機構若しくは共済組合等（以下

「官公署等」という。）に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の提供を求め」に、「私

若しくは私の世帯員」を「私等」に、「官公署又は」を「官公署等又は」に改める。 

様式第２０号中 

「①金銭により毎月(年)           円送付しています。    」 

               を 

「①金銭により毎月(年) ・ 3,000 円  ・5,000 円 

            ・10,000 円  ・     円を送付します。 」 

に改める。 

様式第２６号中「第２８条第４項」を「第２８条第５項」に改める。 

様式第２８号中「支援給付の決定又は実施」を「支援給付の決定若しくは実施又は

生活保護法第７７条若しくは第７８条の規定の施行」に、 

「  第２９条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定又は実施のために必要

があるときは、要保護者又はその扶養義務者の資産及び収入の状況につき、官公

署に調査を嘱託し、又は銀行、信託会社、要保護者若しくはその扶養義務者の雇 

主その他の関係人に、報告を求めることができる。              」 

                    を 

「  第２９条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定若しくは実施又は第

７７条若しくは第７８条の規定の施行のために必要があると認めるときは、次の

各号に掲げる者の当該各号に定める事項につき、官公署、日本年金機構若しくは

国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第３条第２項に規定する共済組合等（次

項において「共済組合等」という。）に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の

提供を求め、又は銀行、信託会社、次の各号に掲げる者の雇主その他の関係人に、

報告を求めることができる。 

一 要保護者又は被保護者であつた者 氏名及び住所又は居所、資産及び収入の

状況、健康状態、他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況その

他政令で定める事項（被保護者であつた者にあつては、氏名及び住所又は居所、

健康状態並びに他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況を除
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き、保護を受けていた期間における事項に限る。） 

二 前号に掲げる者の扶養義務者 氏名及び住所又は居所、資産及び収入の状況

その他政令で定める事項（被保護者であつた者の扶養義務者にあつては、氏名

及び住所又は居所を除き、当該被保護者であつた者が保護を受けていた期間に

おける事項に限る。） 

２ 別表第一の上欄に掲げる官公署の長、日本年金機構又は共済組合等は、それぞ

れ同表の下欄に掲げる情報につき、保護の実施機関又は福祉事務所長から前項の

規定による求めがあつたときは、速やかに、当該情報を記載し、若しくは記録し

た書類を閲覧させ、又は資料の提供を行うものとする。 

 

第２４条 保護の開始を申請する者は、厚生労働省令で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申請書を保護の実施機関に提出しなければならない。ただ

し、当該申請書を作成することができない特別の事情があるときは、この限りで

ない。 

一～三 略 

四 要保護者の資産及び収入の状況（生業若しくは就労又は求職活動の状況、扶

養義務者の扶養の状況及び他の法律に定める扶助の状況を含む。以下同じ。） 

五 略 

 

・生活保護法施行令 

第２条の２ 法第２９条第１項第１号に規定する政令で定める事項は、支出の状況 

 とする。                                」 

に改める。 

 様式第３２号を様式第３４号とし、様式第３１号を様式第３３号とし、様式第３０

号を様式第３２号とし、様式第２９号の次に次の２様式を加える。
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様式第３０号（第９条関係） 

 

発第      号 

年  月  日 

          様 

熊本市長        印 

 

 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律等によ

る支援給付の決定に伴う扶養義務者への通知について 

 

 あなたの    にあたる      さんに対して中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律（以下「法」という。）による支援給付の開始を決定いたし

ますので、同法第１４条第４項においてその例によるものとされた生活保護法第２４条第８項の

規定に基づき通知します。 

 

氏   名 
 

支援給付の開始の

申請があった日 

 

 

（参考） 

法第１４条第４項  この法律に特別の定めがある場合のほか、支援給付については、

生活保護法の規定の例による。 

生活保護法第４条第１項 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力、その

他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用するこ

とを要件として行われる。 

第２項 民法（明治２９年法律第８９号）に定める扶養義務者の扶養及び

他の法律に定める扶助は、すべてこの法律による保護に優先して行

われるものとする。 

生活保護法第２４条第８項 保護の実施機関は、知れたる扶養義務者が民法の規定による扶助

義務を履行していないと認められる場合において、保護の開始の決

定をしようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、あ

らかじめ、当該扶養義務者に対して書面をもつて厚生労働省令で定

める事項を通知しなければならない。ただし、あらかじめ通知する

ことが適当でない場合として厚生労働省令で定める場合は、この限

りでない。 

民法第８７７条第１項  直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶養をする義務がある。 

第２項  家庭裁判所は、特別の事情があるときは、前項に規定する場合の

ほか、三親等内の親族間においても扶養の義務を負わせることがで

きる。 

※ 「知れたる扶養義務者が民法の規定による扶養義務を履行していないと認められる場合」と

は、当市において、①定期的に会っているなど交際状況が良好であること、②扶養義務者の勤

務先等から当該要支援者にかかる扶養手当や税法上の扶養控除を受けていること、③高額な収

入を得ているなど資力があることが明らかであること等を総合的に勘案して判断しています。 
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様式第３１号（第９条関係） 

発第     号 

年  月  日 

          様 

熊本市長        印 

 

 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律等の規

定に基づく報告について（依頼） 

 

 あなたの    にあたる      さん（住所                 ）は

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（以下「法」とい

う。）による支援給付を申請して（受けて）いますが、同法第１４条第４項においてその例による

ものとされた生活保護法では民法に定められた扶養義務者による扶養は生活保護に優先して行わ

れるものとされており、民法に定める扶養義務を履行することが可能と認められる扶養義務者が、

扶養義務を履行していないときは、履行しない理由など支援給付の決定や実施などのために必要

な範囲で、扶養義務者に対して報告を求めることができることとなっています。 

 つきましては、支援給付の決定や実施などのため必要がありますので、   年  月  日

までに扶養義務を履行しない理由について報告いただきますようお願いします。 

 

 （特記事項） 

 

 

（担当者       ） 

 

（参考） 

法第１４条第４項  この法律に特別の定めがある場合のほか、支援給付については、

生活保護法の規定の例による。 

生活保護法第４条第１項 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力、その

他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用するこ

とを要件として行われる。 

第２項 民法（明治２９年法律第８９号）に定める扶養義務者の扶養及び

他の法律に定める扶助は、すべてこの法律による保護に優先して行

われるものとする。 

生活保護法第２８条第２項 保護の実施機関は、保護の決定若しくは実施又は第７７条若しく

は第７８条の規定の施行のため必要があると認めるときは、保護の

開始又は変更の申請書及びその添付書類の内容を調査するために、

厚生労働省令で定めるところにより、要保護者の扶養義務者若しく

はその他の同居の親族又は保護の開始若しくは変更の申請の当時要

保護者若しくはこれらの者であつた者に対して、報告を求めること

ができる。 

民法第８７７条第１項  直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶養をする義務がある。 

第２項  家庭裁判所は、特別の事情があるときは、前項に規定する場合の

ほか、三親等内の親族間においても扶養の義務を負わせることがで

きる。 
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 様式に次の１様式を加える。
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様式第３５号（第１３条関係） 

 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律第１４

条第４項においてその例によるものとされた生活保護法第７８条の２の規定による支

援給付金品を徴収金の納入に充てる旨の申出書 

 

 私は、不実の申告など不正の手段により支援給付の支給を受けた場合は、中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（以下「法」という。）第１４条第４項

においてその例によるものとされた生活保護法第７８条の２に基づき、交付される支援給付金品

（支援給付費（金銭給付されるものに限る。）をいう。以下同じ。）の額から、法第１４条第４項

においてその例によるものとされた生活保護法第７８条に基づく徴収金のうち熊本市と協議し定

める額について、当該支援給付金品の交付期日をもって支払に充てる旨を下記の内容について確

認した上で、申し出ます。 

 なお、申出の撤回又は申出内容の変更を行わない限りにおいて、本申出に基づき、徴収金を全

て納付するまで支援給付金品から支払に充てるものとします。 

 

記 

 

○ 支援給付制度は、全額公費によってその財源が賄われていることから、不正受給はあっては

ならない。不正受給があった場合、法第１４条第４項においてその例によるものとされた生活

保護法第７８条に基づく徴収金は、必ず全額支払わなければならないものであること。 

○ 不正をしようとする意思がなくても、申告漏れがたび重なる場合は「不実の申告」と支援給

付の実施機関に判断される場合があること。 

○ 徴収金の支払に際して、一括して納付することが困難な場合には、家計の節約に努め、本申

出の方法により支援給付金品から支払に充てること。 

 

 

  年  月  日 

  住所               

  氏名             印 

 

 

熊本市長（宛） 

 

 

 

  年  月  日 

 

 私は、本申出に基づき    年  月分からの支援給付金品より毎月       円を 

年  月  日付け費用徴収決定通知による法第１４条第４項においてその例によるも

のとされた生活保護法第７８条に基づく徴収金の支払に充てるものとします。
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附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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  訓   令   

訓 令 第  １２  号   

平成２６年 ７ 月 ３ 日   

 

 熊本市例規の制定改廃の制度設計等に関する訓令の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長 幸 山 政 史   

 

   熊本市例規の制定改廃の制度設計等に関する訓令の一部を改正する訓令 

 

 熊本市例規の制定改廃の制度設計等に関する訓令（平成２６年訓令第５号）の一部

を次のように改正する。 

 

 第９条第１項後段及び各号を削り、同条に次の１項を加える。 

３ 制度設計書の提出に係る例規の制定改廃が次の各号のいずれかに該当する場合は、

それぞれ当該各号に定める時期に当該例規の案文を作成し、法制課長の承認を得な

ければならない。 

 (1) 市民参画のための手法（熊本市市民参画と協働の推進条例（平成２３年条例第

１２号）第６条第１項に規定する市民参画のための手法をいう。）を実施するも

の 当該手法を実施する前 

 (2) 市政経営会議、経営戦略会議又は政策調整会議に付議するもの これらの会議

（市政経営会議については、幹事会を含む。）に付議する前 

 (3) 執行機関又は附属機関（例規の内容の検討のために設けられたものを除く。）

に付議するもの これらの機関に付議する前 

 (4) 罰則（過料を除く。）の新設、変更又は廃止に係るもの 熊本地方検察庁と協

議する前 

 第１０条第４項中「前条第１項後段」を「前条第３項」に改める。 

 

   附 則 

 この訓令は、令達の日から施行する。 
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  告   示   

告 示 第 ４ ８ ８ 号   

平成２６年７月１日   

 計量法（平成４年法律第５１号）第１９条第１項の規定に基づき特定計量器の定期検査を実施する

ので、同法第２１条第２項の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 定期検査の対象となる特定計量器 

  計量法施行令（平成５年政令第３２９号）第１０条第１項第１号に規定する非自動はかり、分銅

及びおもり。 

２ 定期検査の実施期日及び場所、区域 

検 査 日 
検 査 場 所 

 検査区域（小学校区） 

８月４日（月） 
武蔵中学校 玄関前 

武蔵・楠 

８月５日（火） 
龍田中学校 体育館エントランス 

龍田・弓削 

８月６日（水） 
黒髪小学校 非常階段前 

黒髪 

８月７日（木） 
碩台小学校 体育館玄関前 

碩台 

※ 受付時間 午後１時から午後３時まで 

  ※ 黒髪小学校会場について、雨天時は児童用昇降口前にて検査を行う。 

上記の期日に受検できない者は、市長が別に指定する期日に行う。 

３ 特定計量器検定検査規則（平成５年通商産業省令第７０号）第３９条第１項の規定による定期検

査実施の場所及び期間  

(1) 検査場所 

特定計量器の所在の場所 

(2) 所在場所検査に該当する特定計量器 

ア 特定計量器の質量又は体積が大きいため、運搬が著しく困難なとき。 

イ 特定計量器がその構造上運搬をすることにより、破損し、又は精度が落ちるおそれがあるも 

のであるとき。 

ウ 特定計量器が土地又は建物その他の工作物に取り付けられているため、その取り外しが困難

であるとき。 

エ 特定計量器の数が多い場合又は特定計量器の検査のため必要な検査設備を備えて いる場合

であって、その所在の場所で定期検査を行っても定期検査の事務に支障がないとき。 

オ 特定計量器の所在の場所で定期検査を行うことが、定期検査の事務の効率的な実施に資する

ものであるとき。 

※ 上記のア～エのいずれかに該当する場合は、「所在場所定期検査申請書」を熊本市長へ提出 

する 

(3) 検査期間 

平成２６年８月１日（金）から平成２６年１１月２８日（金）まで 
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告 示 第 ４ ８ ９ 号   

平成２６年７月１日   

 市道の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規

定に基づき告示する。 

その関係書類は、告示の日から２週間、熊本市都市建設局土木管理課において一般の縦覧に供する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

整理番号 

 

路線名 

 

道路の区域 

区 間 
旧新 

の別 

敷地の幅

員（ｍ） 

延長 

（ｍ） 

６－４６５ 

横手１丁目

春日４丁目

第２号線 

西区横手二丁目１１８７番６地先から 

西区横手二丁目１２１３番１地先まで 
旧 

６．１ 

～ 

２５．８ 

４０．９ 

西区横手二丁目１１８７番６地先から 

西区横手二丁目１２１３番１地先まで 
新 

６．１ 

～ 

２２．７ 

４０．９ 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ９ ０ 号   

平成２６年７月１日   

 市道の供用を開始するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき

告示する。 

その関係書類は、告示の日から２週間、熊本市都市建設局土木管理課において一般の縦覧に供する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ４ ９ １ 号   

平成２６年７月１日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４２条の２第１項本文の指定及び同法第５４条の２第１

項本文の指定をしたので、同法第７８条の１１及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第

１３１条の１４並びに同法第１１５条の２０及び同法施行規則第１４０条の３１の規定により告示す

る。 

熊本市長  幸 山 政 史   

整理番号 

 

路線名 

 

道路の区域 

供用開始の期日 

区 間 

６－４６５ 
横手１丁目春日４

丁目第２号線 

西区横手二丁目１１８７番６地先から 

西区横手二丁目１２１３番１地先まで 
平成２６年７月１日 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在

地並びに代表者の氏名 

指定年月日 サービスの種

類 
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ４ ９ ２ 号   

平成２６年７月１日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の

指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２並

びに同法第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ９ ３ 号   

平成２６年７月１日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により指定居宅介護支援事業者を次

のとおり指定したので、同法第８５条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３３条

の２の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ９ ４ 号   

平成２６年７月１日   

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５

４条第２項の指定自立支援医療機関（精神通院医療）を次のとおり指定したので、同法第６９条第１

項の規定に基づき告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

４３９０１０１

５１９ 

複合型サービスはるかぜ  

熊本市西区春日四丁目１８―２８ 

医療法人社団 清心会 

熊本市西区春日三丁目２５－１ 

理事長 清田 武俊 

平成２６年 

７月１日 

複合型サービ

ス 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地

並びに代表者の氏名 

指定年月日 サービスの

種類 

４３７０１１０

５６３ 

デイサービスセンターはるかぜ 

熊本市西区春日四丁目１８番２８号 

医療法人社団清心会 

熊本市西区春日三丁目２５番１号 

理事長 清田 武俊 

平成２６年

７月１日 
通所介護 

４３７０１１０

５６３ 

デイサービスセンターはるかぜ 

熊本市西区春日四丁目１８番２８号 

医療法人社団清心会 

熊本市西区春日三丁目２５番１号 

理事長 清田 武俊 

平成２６年

７月１日 

介護予防通

所介護 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並

びに代表者の氏名 

指定年月日 サービスの

種類 

４３７０１１０

５８９ 

くるみの郷 

熊本市東区渡鹿八丁目１番７０号 

アースウェル株式会社 

福岡県福岡市南区筑紫丘一丁目２３

番９号 

代表取締役 大久保 正幸 

平成２６年 

７月１日 

居宅介護支

援 

№ 医療機関の名称 医療機関の所在地 指定期間 

１ かがやき薬局 
熊本市西区新土河原二丁

目３－４６ 
平成２６年７月１日 ～ 平成３２年６月３０日 
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ９ ５ 号   

平成２６年７月１日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定による届出がされたので、同法第８

５条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３３条の２の規定により、次のとおり告

示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ９ ７ 号   

平成２６年７月２日   

 屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第８条第２項の規定に基づき保管した広告物又は掲出

物件について、次のとおり告示する。  

熊本市長  幸 山 政 史   

２ とみなが薬局 
熊本市南区田迎４－９－

４７ 
平成２６年７月１日 ～ 平成３２年６月３０日 

３ さくらんぼ薬局 
熊本市中央区妙体寺町２

－５－１０１ 
平成２６年７月１日 ～ 平成３２年６月３０日 

４ 

株式会社ファー

コス本荘いちご

薬局 

熊本市中央区本荘町６４

５ 
平成２６年７月１日 ～ 平成３２年６月３０日 

５ 
うさぎ薬局 古

川町店 

熊本市中央区古川町１８

番地 
平成２６年７月１日 ～ 平成３２年６月３０日 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地

並びに代表者の氏名 

廃止年月日 サービスの

種類 

４３７０１１０

０８４ 

居宅介護支援事業所 くるみの郷 

熊本市東区渡鹿八丁目１－７０ 

くるみ福祉会株式会社 

熊本市東区渡鹿八丁目１－７０ 

代表取締役 薙野 英児 

平成２６年

７月１日 

居宅介護支

援 

撤去日 
名称 

又は種類 
数量 撤去場所 

保管 

開始日 

６月９日 はり札等 ８ 新外・小山 ６月１０日 

６月１３日 立看板等 ３ 長嶺西・八反田 ６月１４日 

６月１７日 はり札等 ３ 新大江 ６月１８日 

６月１９日 はり札等 １ 清水亀井町 ６月２０日 

６月２１日 はり札等 １５ 野口・呉服町 ６月２１日 

６月２４日 はり札等 ２ 新大江 ６月２５日 
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ９ ８ 号   

平成２６年７月２日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の認可をした団体から、同条第１１

項に規定する変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 団体の名称 

  金屋町区 

２  変更があった事項及びその内容 

(1) 代表者の氏名 

  「杉野 春雄」を「奥村 恭一」に改める。 

(2) 代表者の住所 

  「下益城郡城南町大字隈庄６９７番地」を「熊本市南区城南町隈庄７４７番地２」に改める。 

(3) 主たる事務所 

  「下益城郡城南町大字隈庄６９７番地」を「熊本市南区城南町隈庄７４７番地２」に改める。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ９ ９ 号   

平成２６年７月２日   

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２

９条第１項の障害福祉サービス事業者を指定したので、同法第５１条第１項第１号の規定により告示

する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 事業所の名称及び所在地 

  オレンジワーク 

  熊本市西区河内町船津２７１１番地２ 

２ 事業者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

特定非営利活動法人オレンジワークの会 

熊本市西区河内町船津２７１１番地２ 寺本 禮次 

３ 指定年月日   

平成２６年７月１日 

４ 障害福祉サービスの種類 

就労継続支援Ａ型 

５ 主たる対象とする障害の種類   

知的障害者、精神障害者 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ０ ０ 号   

平成２６年７月２日   

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の障害児通所支援事業者を指定

したので、同法第２１条の５の２４第１項第１号の規定により告示する。 

６月２７日 はり札等 ３ 新大江 ６月２８日 

６月３０日 はり札等 ４ 花立・桜木・清水亀井町 ７月１日 

保管場所  熊本市花畑別館 （熊本市中央区花畑町３－１） 
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熊本市長  幸 山 政 史   

１ 事業所の名称及び所在地 

ひなた事業所 出水 

熊本市中央区出水六丁目６番２４号 

２ 事業者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

一般社団法人ひなた  

 熊本市東区月出六丁目５番１０号 堀添 雅子 

３ 指定年月日   

平成２６年７月１日 

４ 障害児通所支援サービスの種類 

児童発達支援、放課後等デイサービス 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ０ １ 号   

平成２６年７月２日   

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２６第１項第１号の障害児相談支援事業者を

指定したので、同法第２４条の３７第１項第１号の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 事業所の名称及び所在地 

さくら福祉相談センター熊本 

熊本市西区松尾町上松尾５番地１ 

２ 事業者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

社会福祉法人 博心会 

熊本県玉名郡和水町下津原３９５１番地 渡邉 悟朗 

３ 指定年月日   

平成２６年７月１日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ５ ０ ２ 号   

平成２６年７月３日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の

指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２並

びに同法第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ０ ３ 号   

平成２６年７月４日   

熊本市自転車の安全利用及び駐車対策等に関する条例（昭和６０年条例第３１号）第１２条、第１

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地

並びに代表者の氏名 

指定年月日 サービスの

種類 

４３７０１１０

５７１ 

デイサービスかたろう 

熊本市北区梶尾町３８６番地７ 

株式会社ＣＡＮ 

熊本市北区梶尾町３８６番地７ 

代表取締役 林 京子 

平成２６年 

７月１日 
通所介護 

４３７０１１０

５７１ 

デイサービスかたろう 

熊本市北区梶尾町３８６番地７ 

株式会社ＣＡＮ 

熊本市北区梶尾町３８６番地７ 

代表取締役 林 京子 

平成２６年 

７月１日 

介護予防通

所介護 
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３条第２項及び第１６条第１項の規定に基づき、放置自転車を移動・保管したので、同条例第１４条

第１項及び第１６条第２項の規定により、次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 自転車が放置されていた場所、移動・保管した年月日、保管の場所及び期間 

(1) 自転車を移動保管した年月日及び放置されていた場所 

ア 平成２６年５月１６日 熊本駅高架下北側駐輪場  

(2) 保管の場所 平成自転車保管所 

(3)  保管の期間 平成２６年１０月４日まで 

２ 移動・保管台数 

  原動機付自転車 ２台 

３ 返還事務を行う曜日・時間 

  月曜日から土曜日まで 

  午前１０時から午後４時３０分まで 

  日曜日、祝祭日及び１２月２９日から翌年１月３日までは返還事務を行わない。 

４ 返還を受けるための必要事項 

自転車の返還を受けようとするときは、その住所及び氏名を証する書類、印鑑、自転車の鍵、返

還通知書等当該自転車等の利用者又は所有者であることを証する書類及び移動保管料を市長に提示

等しなければならない。 

５ 連絡先（返還事務を行う場所） 

  平成自転車保管所（電話 ０９６－３６４－３９１０） 

  熊本市中央区平成二丁目２３５番（平成跨線橋下） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ０ ４ 号   

平成２６年７月７日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の認可をした団体から、同条第１１

項に規定する変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 団体の名称 

  金屋町区自治会 

２ 変更があった事項及びその内容 

(1) 目的 

「本区は、以下に掲げるような地域的な共同活動を行うことにより、良好な地域社会の維持及

び形成に資し、区の発展と親睦及び区運営の円滑化を諮ることを目的とする。 

① 回覧板の回付等区域内の住民相互の連絡 

② 美化・掃除等区域内の環境の整備 

③ 集会施設の維持管理 

④ 区所有財産の管理運営」 

       を 

「金屋町区自治会（以下本区という）は、以下に掲げる地域的な共同活動を行うことにより、

良好な地域社会の維持及び形成に資し、区の発展と親睦及び区運営の円滑化を図る事を目的とす

る。 

(1) 回覧板の回付等区域内の住民相互の連絡と親睦 

(2) 福利・厚生に関すること 

(3) 美化・清掃等区域内の環境の整備 

(4) 集会施設の維持管理 

(5) 区所有財産の管理運営」 



平成 26 年 7 月 31 日       熊 本 市 公 報         第 1381 号 

- 1240 - 

       に改める。 

(2) 名称 

「金屋町区」を「金屋町区自治会」に改める。 

 (3) 区域 

「本区の区域は、下益城郡城南町大字宮地字祇園寺１０６８番２、同町大字宮地字構口１０８

０番１から１０８１番３、同町大字隈庄字居屋敷４６５番から４６９番、同町大字隈庄字居屋敷

５９８番から７２０番、同町大字隈庄字上ノ山７２２番から７４７番９、同町大字下宮地字居屋

敷５５５番５、同町大字下宮地字居屋敷５５８番２、同町大字下宮地字居屋敷５６５番から５６

６番、及び同町大字下宮地字居屋敷５８２番２までの区域とする」を「本区の区域は、熊本市南

区城南町宮地字祇園寺１０６８番２、同町宮地字構口１０８０番１から１０８１番３、同町隈庄

字居屋敷４６５番から４６９番、同町隈庄字居屋敷５９８番から７２０番、同町隈庄字上ノ山７

２２番から７４７番９、同町下宮地字居屋敷５５５番５、同町下宮地字居屋敷５５８番２、同町

下宮地字居屋敷５６５番から５６６番、及び同町下宮地字居屋敷５８２番２までの区域とする」

に改める。  

(4) 事務所の所在地 

「本区の事務所は、区長宅に置く。」を「本区の事務所は、自治会長宅に置く。」に改める。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ０ ５ 号   

平成２６年７月７日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条２項の規定による届出がされたので、同法第７８

条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２の規定により、次のとおり告示

する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

４３７０１０８

０６２ 

ひろせ福祉サービス 

熊本市北区植木町今藤４１０－１  

有限会社広瀬電機産業 

熊本市北区植木町今藤４１０－１ 

代表取締役 廣瀬 晋二 

平成２６年 

３月３１日 

特定福祉用具

販売 

特定介護予防

福祉用具販売 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ０ ６ 号   

平成２６年７月８日   

 平成２６年度市県民税納税通知書の送達を受けるべき次の者の住所及び居所が不明のため、当該書

類を送達することができないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及び熊本市

税条例（昭和２５年告示第８９号）第１３条の規定により告示する。 

  なお、当該書類は、熊本市財政局課税管理課で保管し、送達を受けるべき者の申し出により交付す

る。 

                           熊本市長  幸 山 政 史   

 

 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並

びに代表者の氏名 

廃止年月日 サービスの種

類 

４３７０１０８

０６２ 

ひろせ福祉サービス 

熊本市北区植木町今藤４１０－１ 

有限会社広瀬電機産業 

熊本市北区植木町今藤４１０－１ 

代表取締役 廣瀬 晋二 

平成２６年 

３月３１日 

福祉用具貸与 

介護予防福祉

用具貸与 
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該当年度 税 目 期別 指定納期限 住所及び氏名（登載省略） 

平成２６ 市県民税 

２期 

３期 

４期 

平成２６年９月１日 

平成２６年１０月３１日 

平成２７年２月２日 

２０人 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ０ ８ 号   

平成２６年７月９日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の認可をした団体から、同条第１１

項に規定する変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 団体の名称 

  富合町木原区 

２  変更があった事項及びその内容 

(1) 代表者の氏名 

   「荒木 信義」を「一野 芳行」に改める。 

(2) 代表者の住所 

   「熊本県下益城郡富合町大字木原５８９番地２」を「熊本市南区富合町木原２０５８番地」に

改める。 

(3) 主たる事務所 

   「熊本県下益城郡富合町大字木原５８９番地２」を「熊本市南区富合町木原２０５８番地」に

改める。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ０ ９ 号   

平成２６年７月９日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の認可をした団体から、同条第１１

項に規定する変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 団体の名称 

  木原自治会 

２ 変更があった事項及びその内容 

(1) 目的   

「この区は、区民の幸福と健全な生活を図るために、生活条件の維持改善と社会的、経済的地

位の向上安定に資することを目的とする。」 

「この区は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。 

(1) 区民の生活条件の維持改善に関する事項 

(2) 区民の厚生、福祉に関する事項 

(3) 区民の教養に関する事項 

(4) 区民の保健並びに体育に関する事項 

(5) その他、区民のため必要と認めた事項」 

              を 

「本会は、区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等、良好な地域社会の維

持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、次の各号に掲げる事業を行う。 

(1) 会員相互の連絡と親睦に関すること 

(2) 区域内の美化、清掃等の環境整備に関すること 
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(3) 集会施設その他財産の維持管理に関すること 

(4) 福利、厚生に関すること 

(5) 交通安全、防犯、防火等に関すること 

(6) その他目的達成に必要なこと」 

              に改める。  

(2) 名称 

「この区は、富合町木原区（以下「区」という）と称する。」を「本会は、木原自治会と称す

る。」に改める。 

(3) 区域 

「その住所が富合町大字木原で示される区域」を「本会の区域は熊本市南区富合町木原の区域

とする。」に改める。 

(4) 事務所の所在地 

「この区の事務所は、富合町木原区長宅に置く。」を「本会の事務局は、木原公民館（熊本市

南区富合町木原１７７１番地１）に置く。」に改める。  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ １ ０ 号   

平成２６年７月９日   

平成２６年度介護保険料納付通知書（普通徴収）の送達を受けるべき者の住所及び居所が不明であ

ることから書類を送達することができないため、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の

２及び熊本市介護保険条例（平成１２年条例第５号）第９条の規定により告示する。 

なお、当該書類は、熊本市健康福祉子ども局高齢介護福祉課で保管し、送達を受けるべき者の申し

出により交付する。 

   熊本市長  幸 山 政 史   

年  度 料  目 期 別 納 期 限 備  考 

平成２６年度 介護保険料 ６月期 

７月期 

平成２６年７月３１日 

平成２６年７月３１日 

公示送達者  

２人（登載省略） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ １ ２ 号   

平成２６年７月１０日   

 介護保険料督促状の送達を受けるべき者の住所及び居所が不明のため、介護保険法（平成９年法律

第１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及び

熊本市介護保険条例（平成１２年条例第５号）第９条の規程により告示する。 

 なお、当該書類は、熊本市健康福祉子ども局国保年金課に保管し、送達を受けるべき者の申出によ

り交付する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

年度 期別 送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略） 

平成２６年度 ５月期 １７３人 

４月期 ５０人 

上記の者は、指定期限までに介護保険料を納付するよう通知する。 

指定期限  平成２６年７月２２日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ １ ３ 号   

平成２６年７月１０日   

国民健康保険料督促状の送達を受けるべき者の住所及び居所が不明のため、国民健康保険法（昭和
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３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条

の２の規定により告示する。 

なお、当該書類は、熊本市健康福祉子ども局国保年金課に保管し、送達を受けるべき者の申し出に

より交付する。 

 熊本市長  幸 山 政 史   

年度 期別 送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略） 

平成２６年度 ５月期 ７人 

４月期 １人 

平成２５年度 ３月期 １人 

２月期 １人 

１２月期 １人 

９月期 １人 

 上記の者は、指定期限までに国民健康保険料を納付するよう通知する。 

 指定期限  平成２６年７月２２日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ １ ４ 号   

平成２６年７月１０日   

 県道の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規

定に基づき告示する。 

その関係書類は、告示の日から２週間、熊本市都市建設局土木管理課において一般の縦覧に供する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

道路の種類 路線名 

道路の区域 

区 間 
旧新 

の別 

敷地の幅員

（ｍ） 

延長 

（ｍ） 

一般県道 瀬田熊本線 

東区渡鹿九丁目４０番１６地先から 

東区渡鹿八丁目４１番８地先まで 
旧 

８．１ 

～ 

２２．３ 

３９．２ 

東区渡鹿九丁目４０番１６地先から 

東区渡鹿八丁目４１番８地先まで 
新 

８．１ 

～ 

３５．４ 

３９．２ 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ １ ５ 号   

平成２６年７月１０日   

 市道の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規

定に基づき告示する。 

その関係書類は、告示の日から２週間、熊本市都市建設局土木管理課において一般の縦覧に供する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

整理番号 

 

路線名 

 

道路の区域 

区 間 
旧新 

の別 

敷地の幅

員（ｍ） 

延長 

（ｍ） 
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１１－１２４ 

新南部町渡

鹿７丁目第

１号線 

東区渡鹿九丁目４番２地先から 

東区渡鹿八丁目２２１番５地先まで 
旧 

９．０ 

～ 

９．５ 

１６９．４ 

東区渡鹿九丁目４番２地先から 

東区渡鹿八丁目２２１番５地先まで 
新 

９．０ 

～ 

１９．８ 

１６９．４ 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ １ ６ 号   

平成２６年７月１０日   

 市道の供用を開始するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき

告示する。 

その関係書類は、告示の日から２週間、熊本市都市建設局土木管理課において一般の縦覧に供する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

整理番号 

 

路線名 

 

道路の区域 

供用開始の期日 

区 間 

２８－３０１１０ 南北第６号線 
南区富合町田尻６９２番１地先から 

南区富合町田尻１９５番４地先まで 
平成２６年７月１０日 

２８－３０３４０ 南北第７号線 
南区富合町新９８７番２地先から 

南区富合町新２５６番２地先まで 
平成２６年７月１０日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ５ １ ８ 号   

平成２６年７月１１日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の

指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２並

びに同法第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

 

 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並

びに代表者の氏名 

指定年月日 サービス

の種類 

４３７０１１０

６１３ 

デイサービス Ｎａｔｕｒａｌ ｗａｌｋ 

熊本市北区植木町岩野９９１番地１ 

株式会社Ｌｉｎｋ ｕｐ ｓｍｉｌｅ 

熊本市北区植木町岩野９９１番地１ 

代表取締役 吉村 明儀 

平成２６年  

７月１０日 
通所介護 

４３７０１１０

６１３ 

デイサービス Ｎａｔｕｒａｌ ｗａｌｋ 

熊本市北区植木町岩野９９１番地１ 

株式会社Ｌｉｎｋ ｕｐ ｓｍｉｌｅ 

熊本市北区植木町岩野９９１番地１ 

代表取締役 吉村 明儀 

平成２６年 

７月１０日 

介護予防

通所介護 
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告 示 第 ５ １ ９ 号   

平成２６年７月１１日   

  熊本市自転車の安全利用及び駐車対策等に関する条例（昭和６０年条例第３１号）第１２条、第１

３条第２項及び第１６条第１項の規定に基づいて移動・保管した自転車を、同条例第１４条第２項及

び第１６条第２項並びに同条例施行規則（昭和６１年規則第７号）第１８条の規定に基づき売却等を

行うので、同条例施行規則第１７条に基づき次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 売却又は廃棄の対象となる自転車の種別、形式、色その他自転車等を特定する事項（登載省略） 

２ 売却又は廃棄の年月日 

平成２６年７月１１日 

３ 売却又は廃棄の台数 

自転車 ９６台 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  告 示 第 ５ ２ ０ 号   

平成２６年７月１１日   

 平成２６年度熊本市固定資産税・都市計画税納税通知書の送達を受けるべき者の住所及び居所が不

明のため送達することができないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及び熊

本市税条例（昭和２５年告示第８９号）第１３条の規定に基づき告示する。 

 なお、当納税通知書は熊本市財政局課税管理課に保管し、送達を受けるべき者の申し出により交付

する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 第２期納期限 

  平成２６年７月３１日 

２ 納税通知書の送達を受けるべき者（登載省略） 

(1) 固定資産所在区 北区    ３１人 

(2) 固定資産所在区 西区    ４１人 

 (3) 固定資産所在区 中央区   ５７人 

 (4) 固定資産所在区 東区    ２６人 

 (5) 固定資産所在区 南区    ４０人 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ２ １ 号   

平成２６年７月１１日   

 平成２６年度軽自動車税納税通知書の送達を受けるべき者の住所及び居所が不明のため、地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及び熊本市税条例（昭和２５年告示第８９号）第１３条

の規定により告示する。 

 なお、当該納税通知書は熊本市財政局課税管理課に保管し、送達を受けるべき者の申し出により交

付する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 送達を受ける者の住所及び氏名（登載省略） 

  ７５５人 

２ 指定納期限 

平成２６年７月３１日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ５ ２ ２ 号   

平成２６年７月１４日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の
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指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２並

びに同法第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ２ ３ 号   

平成２６年７月１４日   

 国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第５４条の規定に基づく差押調書(謄本)について、送達を

受けるべき者の住所及び居所が不明のため、送達ができないので、国民健康保険法（昭和３３年法律

第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定

により告示する。 

なお、当該書類は、熊本市健康福祉子ども局国保年金課に保管し、送達を受けるべき者の申出によ

り交付する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略）  

１人 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ２ ４ 号   

平成２６年７月１５日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の認可をした団体から、同条第１１

項に規定する変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 団体の名称 

  下宮地自治会 

２  変更があった事項及びその内容 

(1) 代表者の氏名 

   「相良 喜久男」を「中村 英一」に改める。 

(2) 代表者の住所 

   「下益城郡城南町大字下宮地６９０番地」を「熊本市南区城南町下宮地４１６番地２」に改め 

る。 

(3) 主たる事務所 

  「下益城郡城南町大字下宮地６９０番地」を「熊本市南区城南町下宮地４１６番地２」に改め 

る。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ２ ５ 号   

平成２６年７月１５日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の認可をした団体から、同条第１１

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並

びに代表者の氏名 

指定年月日 サービスの

種類 

４３７０１１０

６０５ 

エミタス在宅ケアセンター 

熊本市中央区薬園町３番３２号 

医療法人社団きはら 

熊本市中央区黒髪一丁目１番２５号 

理事長 木原 和生 

平成２６年 

７月１４日 
訪問介護 

４３７０１１０

６０５ 

エミタス在宅ケアセンター 

熊本市中央区薬園町３番３２号 

医療法人社団きはら 

熊本市中央区黒髪一丁目１番２５号 

理事長 木原 和生 

平成２６年 

７月１４日 

介護予防訪

問介護 
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項に規定する変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 団体の名称 

  下宮地自治会 

２ 変更があった事項及びその内容 

(1) 区域 

「本会の区域は、熊本県下益城郡城南町大字下宮地字居屋敷、向権現、沢水、新田、三ツ石、

大字隈庄字安幕の一部、中原の区域とする。」を「本会の区域は、熊本県熊本市南区城南町下宮

地字居屋敷、新田、向権現、沢水、三ツ石、隈庄字市原、安幕の一部区域とする。」に改める。  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ５ ２ ６ 号   

平成２６年７月１５日   

平成２６年７月３日付け告示第５０２号において告示した内容について、次のとおり訂正する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

訂正項目 正 誤 

事業所の名称及び所在地 
デイサービスかたろう 

熊本市西区中原町１１３５番地１ 

デイサービスかたろう 

熊本市北区梶尾町３８６番地７ 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ２ ７ 号   

平成２６年７月１５日   

国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第５４条の規定に基づく差押調書（謄本）及び同法第１

３１条第３号の規定に基づく配当計算書の送達を受けるべき者の住所及び居所が不明のため、地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及び熊本市税条例（昭和２５年告示第８９号）第１３

条の規定に基づき公示する。 

なお、当該書類は熊本市財政局納税課に保管し、送達を受けるべき者の申し出により交付する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略） 

  １人 

２ 送達をする書類名 

  差押調書（謄本） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  公   告   

公 告 第 ４ ８ ５ 号   

平成２６年７月１日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市東区戸島西六丁目２９８５番１、２９８５番２、２９８５番３ 

  ３，６９８．５７平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

熊本市中央区南熊本三丁目１１番５号 

有限会社ユ－ナン開発 
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代表取締役 松田 和彦 

  熊本市中央区南熊本三丁目１１番２号 

  株式会社 松田不動産 

   代表取締役 松田 博彦 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ８ ９ 号   

平成２６年７月１日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区富合町清藤字居合４４４番６、４４４番７、４４５番 

  １，８３０．３３平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

熊本市南区薄場一丁目１５番１６号 

株式会社 アリストホーム 

代表取締役 西村 聖尚 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ９ ０ 号   

平成２６年７月１日   

 都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）第５０条の５第１項の規定により、市街地再開発事業の

施行地区となるべき区域の公告について申請があったので、同条第２項の規定により準用する同法第

７条の３第２項の規定により、次のとおり公告し、都市再開発法施行規則（昭和４４年建設省令第５

４号）第１６条の５の規定により、区域を表示する図面を２週間公衆の縦覧に供する。 

 なお、施行地区となるべき区域内の宅地について、未登記の借地権を有する者は、同法第５０条の

５第２項の規定により準用する同法第７条の３第３項の規定により、この公告があった日から起算し

て３０日以内に、熊本市長に対し、その借地の所有者（借地権を有する者から更に借地権の設定を受

けた場合にあっては、その設定者及びその借地の所有者）と連署し、又は借地権を証する書面を添え

て、書面をもってその借地権の種類及び内容を申告すること。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 申請者 

  熊本県熊本市中央区桜町３番１０号 

熊本桜町再開発株式会社 代表取締役社長 矢田 素史 

２ 施行地区となるべき区域 

熊本県熊本市中央区桜町３番２、３番３、３番４、３番５、３番６、３番７、３番８、３番９、

３番１０、３番１１、３番１２ 

３ 縦覧場所 

  熊本市中央区手取本町１番１号 

  熊本市都市建設局都心活性推進課（本庁舎９階） 

４ 縦覧期間 

  平成２６年７月１日から平成２６年７月１５日まで 

（土・日曜日及び祝日を除く） 

５ 縦覧時間 

  午前８時３０分から午後５時１５分まで 
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公 告 第 ４ ９ ４ 号   

平成２６年７月２日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市東区画図町大字重富字前無田５０７番１、５０８番１ 

  １，２５１．５９平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

鹿児島市与次郎一丁目９番７号 

  康正産業 株式会社 

代表取締役 肥田木 康正 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ９ ５ 号   

平成２６年７月２日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区並建町字中道７５８番１、７５８番３、７５９番１ 

  ９１２．３８平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市東区健軍四丁目５番１０号 

  有限会社 ケアランド熊本 

取締役 佐土𠩤 護 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ９ ６ 号   

平成２６年７月３日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市西区上代七丁目１５０６番 

  ９０２．２５平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市中央区紺屋阿弥陀寺町１０番地 

  千里殖産株式会社 

代表取締役 際田 俊一 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ９ ７ 号   

平成２６年７月３日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市東区長嶺南七丁目１７９５番１、１５４５番３、１５４５番７及び里道 
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  ３，１０７．７７平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市東区長嶺東四丁目 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ５ ０ ４ 号   

平成２６年７月４日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区白石町字二丁分４７０番１、４７１番５ 

  ４９９．９６平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市西区城山半田一丁目 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 公 告 第 ５ ０ ８ 号   

平成２６年７月７日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

  熊本市南区護藤町字小藤１２７８番、１２７９番、１２８０番、１２８１番１、１２８１番２、

１２８２番、１２８３番、１２８４番、１２９２番、１２９３番、１２９４番及び里道  

  ３，５１１．８９平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市東区下江津五丁目１３番１２号 

  株式会社 熊本不動産ネット 

   代表取締役 横田 健太 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ５ ０ ９ 号   

平成２６年７月７日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市東区戸島西四丁目３５５１番１、３５５１番２、３５５３番１、３５５３番４、３５５４

番及び里道の一部 

  ４，５９３．７２平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市中央区水前寺六丁目５０番１９号 

  ファミリ－ステ－ジ株式会社 

   代表取締役 加藤 龍也 
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公 告 第 ５ １ ２ 号   

平成２６年７月８日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区八分字町字中道３４番１、３４番３ 

  ６７１．８１平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本県宇城市松橋町曲野 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ５ １ ３ 号   

平成２６年７月８日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区八分字町字中道３３番１、３３番３ 

  ８１８．６６平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  神奈川県横浜市青葉区市ケ尾町６３１番地１ 

  株式会社 ジ－・エス・ティ－ 

   代表取締役 佐々木 公明 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ５ １ ４ 号   

平成２６年７月８日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市北区太郎迫町字南尾迫３７番１５（仮地番）、３７番１６（仮地番） 

  ４９８．３８平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本県合志市須屋 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ５ １ ８ 号   

平成２６年７月９日   

都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条の２の規定に基づき、次のように都市公園の供用を

開始するので公告する。 

都市公園の区域に関する関係図書は、熊本市都市建設局東部土木センター総務課において一般の縦覧

に供する。 

熊本市長  幸 山 政 史   
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１ 名称及び位置 

名   称 
位     置 

番 号 公 園 名 

２・６６６ 月出三丁目北公園 東区月出三丁目２４３２番５２４ 

２ 供用開始の期日 

  平成２６年７月９日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ５ １ ９ 号   

平成２６年７月１０日   

 大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第１項の規定による新設の届出があった

ので、同条第３項の規定により、次のとおりその概要を公告し、当該届出及び添付書類を縦覧に供す

る。 

 なお、当該大規模小売店舗の設置者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項につ

いて意見を有する者は、平成２６年１１月１０日までに、市長に対し、意見書を提出することができ

る。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

ゆめマート長嶺店・明林堂書店長嶺店 

  熊本市東区月出八丁目１番１７号 外 

２ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名 

氏名（名称） 代表者（法人の場合） 住  所 

株式会社ゆめマート 代表取締役  

松島 三秋 

熊本市東区上南部二丁目２番

２号 

株式会社明林堂書店 代表取締役  

宮脇 範次 

大分県別府市山の手町１５番

１５号 

３ 大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名 

小売業者 
住  所 

氏名（名称） 代表者（法人の場合） 

株式会社ゆめマート 代表取締役  

松島 三秋 

熊本市東区上南部二丁目２番

２号 

株式会社明林堂書店 代表取締役  

宮脇 範次 

大分県別府市山の手町１５番

１５号 

４ 大規模小売店舗の新設をする日 

  平成２７年３月４日 

５ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 

  １，８２６㎡ 

６ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 

(1) 駐車場の位置及び収容台数 

駐車場Ｎｏ．１  Ａ棟東側及び南側  ８５台 

駐車場Ｎｏ．２  Ｃ棟北東側     ４２台  

合計１２７台 

(2) 駐輪場の位置及び収容台数 

   駐輪場Ｎｏ．１   Ａ棟北東側    １５台 
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   駐輪場Ｎｏ．２   Ａ棟東側     １４台 

   駐輪場Ｎｏ．３   Ｃ棟北東側     ８台 

   駐輪場Ｎｏ．４   Ｃ棟東側     １０台  

合計４７台 

(3) 荷さばき施設の位置及び面積 

   荷さばき施設Ｎｏ．１  Ａ棟南側   ３１．５㎡ 

   荷さばき施設Ｎｏ．２  Ａ棟北東側  ３１．５㎡ 

   荷さばき施設Ｎｏ．３  Ｂ棟北西側  ３１．５㎡ 

   荷さばき施設Ｎｏ．４  Ｃ棟北東側  １６．２㎡ 

                   合計１１０．７㎡  

(4) 廃棄物等の保管施設の位置及び容量 

   廃棄物保管施設Ｎｏ．１ Ｂ棟内南西側 １５．３７㎥ 

   廃棄物保管施設Ｎｏ．２ Ｂ棟南西側   ４．６８㎥ 

   廃棄物保管施設Ｎｏ．３ Ｂ棟内南側   ７．４８㎥ 

   廃棄物保管施設Ｎｏ．４ Ｃ棟内南東側  １．００㎥ 

                    合計２８．５３㎥ 

７ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項 

(1) 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 

   午前８時から翌午前０時まで 

(2) 来客が駐車場を利用することができる時間帯  

午前７時３０分から翌午前０時３０分まで 

(3) 駐車場の自動車の出入口の数及び位置 

   駐車場Ｎｏ．１  ３箇所  建物敷地北東側 

   駐車場ＮＯ．２  ２箇所  建物敷地東側、南東側 

(4) 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 

   荷さばき施設Ｎｏ．１ 午前６時から午後１０時まで 

   荷さばき施設Ｎｏ．２ 午前６時から午前９時まで 

   荷さばき施設Ｎｏ．３ 午前６時から午後１０時まで 

   荷さばき施設Ｎｏ．４ 午前６時から午後１０時まで 

８ 届出年月日 

  平成２６年７月３日 

９ 届出の縦覧場所及び縦覧期間 

(1) 縦覧場所 

熊本市農水商工局商工振興課、熊本市東区役所総務企画課及び熊本県商工観光労働部商工労働

局商工振興金融課 

(2) 縦覧期間 

平成２６年７月１０日から平成２６年１１月１０日まで 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 公 告 第 ５ ２ １ 号   

平成２６年７月１０日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市北区龍田陳内二丁目１７番 

  ２３，８５１．６０平方メートル 
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２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市中央区手取本町１番１号 

   熊本市長  幸山 政史 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 公 告 第 ５ ２ ２ 号   

平成２６年７月１０日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区御幸笛田七丁目１５７３番１、１５７３番８、１５７５番１、１５７５番３  

  ６６２．１平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市南区御幸笛田七丁目 

  氏名 登載省略 

  熊本市南区良町四丁目１番７０号 

  アグリ開発 株式会社 

   代表取締役 米森 初江 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ５ ２ ３ 号   

平成２６年７月１０日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区城南町高口ノ坪４２８番４、同町高字屋敷８０８番、８０９番２及び水路 

  ４７９．８５平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市東区下江津八丁目 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 公 告 第 ５ ２ ４ 号   

平成２６年７月１１日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市東区新南部五丁目５８３番、５８２番５、５８２番６及び里道 

  １，７２３．７９平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市東区尾ノ上一丁目５番２０号 

  株式会社 南栄開発 

   代表取締役 斉藤 忠 

  熊本市中央区平成三丁目１６番２７号 

  株式会社 九建ホーム 

   代表取締役 福嶋 正夫 
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公 告 第 ５ ２ ６ 号   

平成２６年７月１１日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市北区植木町岩野字西原１８１番１の一部、１８２番１、１８２番３、１８５番１、１８５

番３、１８６番１の一部、１８７番１ 

  ２，０８９．５１平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  東京都千代田区二番町８番地８ 

  株式会社 セブン－イレブン・ジャパン 

   代表取締役 井阪 隆一 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ５ ３ ０ 号   

平成２６年７月１５日   

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、平成２６年度

熊本市農用地利用集積計画第４号を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 縦覧場所  

  熊本市農水商工局農業政策課担い手推進室 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  公 告 第 ５ ３ ２ 号   

平成２６年７月１５日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市東区長嶺東４丁目１５０１番５、１５０２番１、１５０２番３ 

  １，２０５．２１平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市東区長嶺東四丁目 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  中 央 区   

中央区告示第１９号   

       平成２６年７月７日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２

９２号）第８条及び第１２条第１項の規定により、次の者の住民票を平成２６年６月２７日に職権に

より消除したので、同条第４項の規定により告示する。 

                    熊本市中央区長  前 渕 啓 子   

 以下、登載省略 
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  東   区   

 東 区 告 示 第 ８ 号   

         平成２６年７月１日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２

９２号）第８条及び第１２条第１項の規定により、次の者の住民票を平成２６年６月２４日に職権に

より消除したので、同条第４項の規定により告示する。 

                    熊本市東区長  西 島 徹 郎   

 以下、登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  西   区   

西 区 告 示 第 ７ 号   

       平成２６年７月１日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２

９２号）第８条及び第１２条第１項の規定により、次の者の住民票を平成２６年６月２４日に職権に

より消除したので、同条第４項の規定により告示する。 

             熊本市西区長  永 田 剛 毅   

 以下、登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿__ 

  西 区 告 示 第 ８ 号   

        平成２６年７月１日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２

９２号）第８条及び第１２条第１項の規定により、次の者の住民票を平成２６年６月２５日に職権に

より消除したので、同条第４項の規定により告示する。 

              熊本市西区長  永 田 剛 毅   

 以下、登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  南   区   

  南 区 告 示 第 ６ 号   

           平成２６年７月１１日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２

９２号）第８条及び第１２条第１項の規定により、次の者の住民票を平成２６年６月２４日に職権に

より消除したので、同条第４項の規定により告示する。 

                    熊本市南区長  永 目 工 嗣   

 以下、登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 上 下 水 道 局  

 上下水道局告示第４６号   

平成２６年７月１日   

公共下水道の供用及び終末処理場による下水の処理を開始するので、下水道法（昭和３３年法律第

７９号）第９条の規定に基づき、次のとおり告示する。 

  その関係図面は、平成２６年７月１日から２週間、熊本市上下水道局管路維持課において一般の縦

覧に供する。 
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熊本市上下水道事業管理者  寺 田 勝 博   

１  公共下水道の供用及び下水の処理を開始する年月日 

    平成２６年７月１日 

２ 下水を排除し、及び処理する区域 

(1) 東部処理区 

東区江津四丁目及び東区長嶺南七丁目の各一部 

(2) 西部処理区 

西区池上町及び西区中原町の各一部 

(3) 熊本北部流域下水道関連処理区 

北区龍田一丁目の一部 

(4) 城南処理区 

南区城南町舞原の一部 

３  供用を開始する排水施設の位置 

    前項に示す区域内 

４  供用を開始する排水施設の合流式又は分流式の別 

分流式 

５ 下水の処理を開始する終末処理場の位置及び名称 

 (1) 東部処理区 

東区秋津町秋田５３６番 

東部浄化センター 

 (2) 西部処理区 

西区沖新町４９４４番３号 

西部浄化センター 

(3)  熊本北部流域下水道関連処理区 

北区鶴羽田町１２番１号 

熊本北部浄化センター 

(4)  城南処理区 

南区城南町島田４３８番地 

城南町浄化センター 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

上下水道局告示第４７号   

平成２６年７月４日   

次の者を熊本市上下水道局指定給水装置工事事業者として指定したので、熊本市上下水道局指定給

水装置工事事業者規程（平成１０年水道局規程第５号）第１０条第１号の規定により告示する。 

熊本市上下水道事業管理者  寺 田 勝 博   

指定番号 事業所所在地・名称・代表者名 指定年月日 

第７６０号 

熊本市中央区本荘五丁目１３番２６号 

うしじま設備 

代表 牛嶋 健太郎 

平成２６年７月２日 
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  病 院 局   

病院局告示第１号   

平成２６年７月１日   

 地方公営企業法施行令（昭和２７年政令４０３号）第２６条の４第１項の規定に基づき、熊本市病

院事業の業務に係る使用料及び手数料の収納事務の委託に関し、次のとおり告示する。 

                熊本市病院事業管理者  髙 田 明   

１ 受託者 

  東京都文京区本郷五丁目２６番４号 東京クリスタルビル 

  株式会社パースジャパン 

   代表取締役 高西 正博 

２ 委託期間 

  平成２６年７月１日から平成３１年６月３０日まで 

３ 委託する歳入の種類 

熊本市立熊本市民病院使用料及び手数料 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 教 育 委 員 会  

教 委 告 示 第 ８ 号   

平成２６年７月１０日   

 熊本市教育委員会会議を次のとおり開催する。 

               熊本市教育委員会委員長  﨑 元 達 郎   

１ 日時 

平成２６年７月１５日（火） 午後２時から 

２ 場所 

  マスミューチュアル生命ビル ７階 会議室 

３ 議事 

(1) 熊本市教育委員会傍聴人規則の一部改正について 

(2) 全国学力学習状況調査の結果公表について 

４ 協議 

(1) 教育課程特例校に関する今後の方針について 

５ 報告 

(1) 平成２６年度第２回定例市議会報告について 

(2) 第９回タウンミーティングの意見交換内容について 

(3) 熊本市奨学金条例施行規則の一部改正について 

(4) 平成２６年度全国標準学力検査（ＮＲＴ）結果の概要について 

(5) 教科書採択に関する教育委員会会議について 

(6) 平成２６年度熊本市中学生による子ども議会について 

(7) 広報広聴関係について 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 農 業 委 員 会  

農 委 公 告 第 ７ 号   

 平成２６年７月２日   

熊本市農業委員会総会会議規則（平成２４年農委規則第１号）第２条により農業委員会総会を次の

とおり招集する。 
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熊本市農業委員会会長  森 日 出 輝   

１ 日時  平成２６年７月８日（火）午後３時 

２ 場所  市役所１４階大ホール 

３ 議題 

  第１号議案 農地法第３条の規定に基づく許可申請（会許可分） 

  第２号議案 競売買受適格証明願(耕作目的：会許可) 

  第３号議案 農地法第４条の規定に基づく許可申請 

第４号議案 農地法第５条の規定に基づく許可申請 

第５号議案 競売買受適格証明願(転用目的) 

第６号議案 農業経営基盤強化促進法に基づく農用地利用集積計画（４号） 

第７号議案 土地改良法３条による資格証明願 

第８号議案 引き続き農業経営を行っている旨の証明願 

 

 

 

 


